


























用されたデータをリストアップする． 3 章では 2 章で列記したデータを踏まえながら，既存
の企業データに関するデータについてまとめる．4 章ではそれらのデータの入手方法を示し，














































注意点としては次の 3 点が指摘されている（森・坂本，2012）。1) 調査員の目視による調査
であることから，看板を掲げない，あるいは他の事業所内で事業を営んでいる零細事業所等
は把握漏れとなりやすい。2) 調査地区外への移転にともなう事務所の開業，および廃業によ




















Stat）」（以下，e-Stat），統計情報研究開発センター（Statistical Information Institute for 
Consulting and Analysis: Sinfonica，以下，シンフォニカとする），そして東京大学空間情報科
学研究センター（Center for Spatial Information Science，以下 CSIS）が主な窓口となる。e-Stat
は，統計調査の成果の利活用を促進しようと，主要な公的統計が無償で公開されている。事
業所・企業統計は，平成 13 年度，18 年度，そして後続調査の平成 21 年度経済センサスの，
計 3 ヵ年分の経年データを入手することができる。オンラインでデータを取得することがで
きるため，即座にデータを確かめることができる。ただし，データを e-Stat からダウンロード
する際，市区町村単位，およびメッシュデータの場合だと 1 次メッシュ単位（経度差 1 度，
緯度差
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